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Regional Business 

[India] インドビジネス最新情報 [18] インド物品・サ

ービス税（GST）に関するアップデート 

インドでは 15 年末、物品･サービス税（GST）の導入

に向けた憲法改正案などを審議する冬季国会が開か

れた。GST については、政府によるジョイント･コミッテ

ィーが組織され、GST の登録、納税、還付、申告の各

プロセスにかかる制度案に関するリポートが公表され

ている。政府の目指す GST の 16 年４月導入は危ぶま

れるものの、足元状況のアップデートとして、これらリ

ポートの概要を紹介する。 

[Vietnam] EPE（輸出加工企業）の国内販売および販社

活動の検討 

製造、販売両面で日系企業の注目を集めるベトナ

ム。当地で輸出を前提とした製造・加工を行う企業形

態に EPE 企業がある。この EPE 企業が国内販売を行

うケースについて、15 年７月の現行投資法施行以降

の実行可能性や、関税・VAT の取り扱いにかかる留

意点について、製造製品の販売、および輸入あるい

は国内調達製品の販売を行う場合に分けて検討す

る。 

[Malaysia] マレーシアでの駐在員にかかる就労ビザ

の取得と留意点 

法人の設立が比較的容易なのに比べ、マレーシア

では就労ビザの取得に時間がかかるケースが多い。

マレーシアで駐在員が就労するには、長期就労が認

められる EP（Employment Paｓｓ）を取得する必要があ

るが、申請に当たっては資本金規制や最低給与基準

などが設けられているほか、事業別の手続き区分、お

よび必要書類がある。手続きに当たっては所要期間

だけでなく、こうした点にも留意されたい。  

Topics  

2015 年下期為替市場の回顧と 16 年の見通し 

15 年下期のドル円相場は、上期の高値 125.86 円から一時

116.15 円まで下落するも、12 月の米利上げなどにより年末にか

けて円安が進行し、120.30 円で取引を終えた。16 年は米利上げ

ペースや、中国の景気動向、米大統領選挙の行方が注目され

る。日銀が追加緩和に踏み切るのも難しいと見られることから、

緩やかに円高方向に反転していくとみている。 

オフショア人民元相場は 15 年下期、ボラタイルな展開に。事実上の人民元切り下げが８月に行われた後、

11 月の人民元の SDR 通貨採用などを受けて元安が進行し、6.56 元で取引を終えた。16 年も１Q はドル高基

調が続く見通しだが、一方的な元安は回避され、年末にかけ緩やかに元高方向に切り返すと予測する。 

香港の賃金動向～2015 年の回顧と 16 年の展望 

香港の雇用環境は労働力需給のひっ迫から賃金上昇圧力が続き、15 年１～９月期の名目賃金増加率は

前年通年の＋4.2％を上回る＋4.4％に達した。16 年は中国の景気減速、米利上げを受けた香港での金利

上昇などで景気拡大ペースは減速の可能性が高く、賃金上昇圧力も緩和する見通し。ただし、物価の上昇

もおさえられる傾向にあることから、名目の賃金上昇率はここ数年を下回るも、実質ベースでは 15 年と同様

かこれを上回る可能性もあろう。 

Briefs 
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[Singapore] シンガポールにおける事業再編、清算に

かかる法令および手続き 

シンガポールにおける事業が財務面で困難に直面

したとき、①債権者に債務軽減を提案する協定、ある

いは②法廷管理人による監督を受けるという、２つの

公的手続きによる事業再編を検討することができる。

会社清算を検討する場合は、裁判所による清算のほ

か、債権者あるいは株主による任意清算があり、いず

れも所定の手続きに則る必要がある。ここではこれら

の事業再編･清算にかかる法令と手続きについて紹

介する。 

[Indonesia] インドネシアの外国人雇用に関する新規

制(規則 16 号と 35 号)～最新規制の事実上の一部撤

廃～ 

インドネシア政府は先ごろ、６月末に施行した外国

人労働者活用の手続きを厳格化する新規制内容を修

正し、事実上、一部規制の撤廃に踏み切った。背景に

は、国際商工会議所のロビー活動など、規制に対す

る不満が強かったことがあるが、当地法令の柔軟性、

あるいは不安定さを示すこととなった。ここでは、今般

規制の改正、修正にかかる経緯と内容を解説する。 

[China] 中国ビジネス法律講座 [49] 競業避止にか

かる代表的な誤解とその修正 

秘密保持義務を負う従業員が退職･離職後に競合

他社へ就業することを制限する「競業避止」については、

多くの企業が関心を持つ半面、細部まで正しく理解さ

れておらず、労務コストの増大や違約金の支払いなど、

かえって企業側にとって不利な事態に陥ることがある。

本稿では、実務上の事例から、競業避止にかかるよく

ある間違いと、その対処法について説明する。 

Macro Economy 

アジア経済情報： アジア概況～2016 年にかけて自律

的回復力に乏しい展開が続く 

15 年３Q のアジア経済は総じて底打ちし、多くの国･

地域で実質 GDP 成長率は前期から加速し、15年末に

かけ持ち直しが続いた。16 年のアジアは、中国で景

気の減速傾向が継続するとみられるほか、選挙によ

る政治の混乱なども懸念されるなど、いくつかの下振

れリスクを抱えていることから、実質経済成長率は中

国が＋6.7％、NIEs が＋2.4％、ASEAN5 が＋4.4％、イ

ンドが＋7.7％と予測する。 

Editorial 

新年、あけましておめでとうございます。 

さて、マーケットは年明け早々、中国株式市場でのサーキットブレーカー発動、人民元安の進行、原油価

格の下落など大荒れとなり、正月気分も吹き飛んだという方も多いのではないでしょうか。 

背景には、北朝鮮の水爆実験やイラン･サウジアラビアの国交断絶といった地政学リスクの高まりのほか、

市場予測を超える中国経済指標の悪化など諸々ありますが、さまざまな要素が絡み、さらに複雑さを増すの

が国際化した現代社会･経済の難しいところ。今年は台湾、フィリピンでそれぞれ総統･大統領選が行われる

ほか、秋には米大統領選など大きなイベントを控えていることもあり、不透明な市況の予感に懸念が広がって

います。 

2016/17 年度に向けた計画立案のさなか、動きの激しい相場となっておりますが、私どもみずほも引き続

き、冷静かつ速やかな情報発信とサービスの提供に努めてまいります。為替の見通しやリスクヘッジ、また中

国･アジアにおける事業戦略にかかるご相談がございましたら、ぜひ弊行担当者までご連絡ください。本年も

みずほをよろしくお願いいたします。 
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米ドル/円 2015 年下期回顧 

15 年下期のドル円相場は、上半期の高値であ

る 125.86 円を超えることなく、中国経済の成長鈍

化に対する懸念等からグローバルで株安が伸展

するなどリスク回避的な動きから 116.15 円まで下

落した。米国の代表的な株価指数である「ダウ工

業株平均」が５月の高値から一時 16％を超える下

落となるなど、不安定な展開こそ見られたものの、

その後の中国当局による利下げや預金準備率の

引き下げ等の相次ぐ緩和措置を受けると急速に

下げ渋り、リスクセンチメントが回復。さらに FRB

（米連邦準備制度理事会）が利上げを実行する

12 月にかけてはドル高基調が概ね継続し、一時

124 円台まで上昇（円安が進行）。結局、年末にか

けては日銀による追加緩和が限定的な内容であ

ったことから上値も抑制され、120.30 円で一年の

取引を終了した。 

米ドル/円 16 年見通し 

昨年 12 月に米国が実質的なゼロ金利政策を解

除したことで、16 年の市場の注目は今後の利上げ

のペースに移る。FOMC による政策金利の見通し

によれば、16 年末の FF レートは 1.4％程度としてお

り（図表１）、仮に一回の利上げ幅が 25bp 程度であ

れば 16 年中に４ないし５回の利上げが実施される

ことになる。一方、現状の米国金利市場は 16 年度

中の利上げ幅を 0.25-0.50％程度し

か織り込んでおらずFOMCの見通し

は現時点ではタカ派と言える。足も

との経済環境を見てみると、原油価

格は下落基調が継続しているほか、

なかなか反転の兆しが見えない中

国・欧州・日本の景気動向に対する

懸念は根強い。米国は大統領選挙

も控えており、FOMC の見通しどお

りの利上げペースを実現するのは

容易ではないと考えられる。 

2015年下期為替市場の回顧と 

16年の見通し 
みずほ銀行 香港資金部 

アジア FX ストラテジスト 張 建泰 

【図表１】米国政策金利見通し 
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一方、国内要因については本邦

経常収支の黒字拡大や日銀による

追加緩和に対する期待が後退して

おり、円高方向のバイアスが優勢と

なると見ている。日銀は 15 年 10 月

の金融政策決定会合で２％のイン

フレ目標の達成時期の見通しを繰

り下げると同時に追加緩和が必要

でないことを改めて示唆。また 12 月

の決定会合では ETF 買い入れに対

する新規枠等を設定するも、現状

の量的緩和は据え置いたため、今

後についても量的な面での追加緩

和に踏み切ることは非常に難しいと

思われる。以上の要因から、16 年

は下期に向けて緩やかに円高方向

に反転する蓋然性が高いと見てお

り、年後半にはドル円は 118 円台

前半程度をひとつのターゲットと考

えている（図表２）。 

米ドル/オフショア人民元 15 年下期回顧 

15 年下期のオフショア人民元市場は、非常にボ

ラタイルな展開となった。中国人民銀行は８月中旬

に突如、人民元の基準値算出にかかる基本方針を

大幅に変更。事実上の人民元の切り下げを実施し

た。その後、数回に及ぶ為替介入の効果もあり一

旦、小康状態となるも、11 月の人民元の SDR1通貨

                                              
1 特別引出権（SDR）は、国際通貨基金（IMF）加盟国の準

備資産を補完する手段として、IMF が 1969 年に創設した国

際準備資産。 SDR の価値は現在、米ドル、ユーロ、日本円、

英ポンドの主要 4 通貨からなるバスケットに基づいて決めら

れている。先ごろ、2016 年 10 月 1 日付けで 5 番目の構成通

貨として中国の人民元（RMB）を加えることが決まった。 

採用や 12 月の新指数導入（＝CFETS 人民元指数2）

によりさらなる人民元安が進行。6.56人民元台の後

半で 15 年の取引を終えた（図表３）。 

米ドル/オフショア人民元 16 年見通し 

前述の通り、米ドル高基調は少なくとも 16 年第１

四半期までは継続するものと考えられるが、過度に

一方的な人民元安の進行は回避されると思われる。

根強い先行き懸念のある中国経済ではあるが、昨

今の経済指標は金融緩和の効果もあり、持ち直し

                                              
2 CFETS：中国外国為替取引システム。この新たな指数は

先進国・新興国通貨からなる通貨バスケットを基準に算出さ

れ、これまでの米ドルに大きく依存する人民元の変動をより

米ドル以外の複数通貨との相対的価値として評価しようとす

るもの。 

【図表２】ドル円の見通しと日米金利差（２年債） 

 

【図表３】人民元チャート 
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の兆しも見られるなど、中国経済のハードランディ

ングの可能性は低いと考えている。 

また、仮に一方的な人民元安が進行した場合、

結果として中国市場から大規模な資金流出を誘

発し資産価格が急落、ひいては金融市場の大混

乱を招く可能性もある。こうしたことから、当局の

立場としても行き過ぎた人民元安を容認するとは

考えづらく、市場介入等の政策手段を導入する

であろう。また、人民元安政策を過度に打ち立て

ることで人民元発の通貨安戦争を招く可能性も

あり、この点からも人民元の下値は限定されると

思われる。16 年第１四半期にはドル高/人民元

安の伸展により、米ドル/人民元は 6.65 人民元台

まで上昇した後、年末にかけては緩やかに人民

元高方向に切り返し、6.53 人民元台まで下落す

ると見ている。 
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香港の賃金動向 
～2015年の回顧と16年の展望～ 

高田 由利香 みずほ銀行 香港営業第一部 

中国アセアン・リサーチアドバイザリー課 

  

2015 年の香港の経済成長率の着地見込みは＋2.4％と、昨年比で若干鈍化の見通しである。

同年 1～11 月の失業率は「完全雇用」に近い 3.2～3.3％で横ばい推移した。労働力需給のひっ迫

で賃金上昇圧力が続き、15 年１～９月期の名目賃金増加率は 14 年通年の＋4.2％を上回る＋

4.4％に達している。各機関が企業を対象に実施した調査によると、15 年の平均昇給率は＋4.3～

4.7％のレンジであった。16 年は中国の景気減速や米国利上げに伴う香港での金利上昇などの影

響により景気拡大ペースは減速傾向となり、賃金上昇圧力は従来比で緩和する見通しだ。 

 

１．15 年の回顧  

（１）景気の全体感 

香港の 15 年１～９月期の実質 GDP 成長率は前

年同期比＋2.5％であった（図表１）。輸出は、中国

に加えその他アジアや EU 向けも低迷し、前年同期

比▲1.5％に落ち込んだ。小売は中国を中心とする

訪港者減少の影響を受け、１～11 月期は前年同期

比▲2.7％を記録した。外需は低迷したものの、堅

調な雇用・所得環境などで個人消費が景気を下支

えした。香港政府は15年通年の成長率を＋2.4％と

予測するなど、14 年と同程度ないし若干下回ると

見込んでいる。総合消費者物価指数（CPI）は主に

住居費と食品価格の上昇が全体を押し上げるトレ

ンドが持続したが、過去数年の＋４％台から、15 年

１～９月期は＋3.3％まで上昇圧力が和らいでいる

（図表２）。 

（２） 雇用・所得の状況 

15 年の失業率（季節調整値）は 3.2～3.3％の低位

図表１ 実質ＧＤＰ成長率の推移 

 
（注）15 年は 1-9 月期。  （資料）香港政府統計処、CEIC 

図表２ 総合消費者物価指数の推移 

 

（注）15 年は 1-9 月期。  （資料）香港政府統計処、CEIC 
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図表５ 賃金・給与指数の前年比変化率 

 
（注）*15 年は 1-9 月期の前年同期比変化率。 
（資料）香港政府統計処、CEIC 

（％）

賃金 給与 賃金 給与
2006 1.7 2.4 ▲0.1 0.4
2007 2.5 4.0 0.7 2.0
2008 3.4 2.6 0.7 ▲1.7
2009 ▲1.0 0.5 ▲1.5 ▲0.1
2010 2.5 2.4 ▲0.4 0.1
2011 8.1 7.9 2.7 2.5
2012 5.7 6.5 1.6 2.3
2013 4.7 5.4 0.2 1.0
2014 4.2 4.3 ▲2.4 ▲0.1
2015*

4.4 4.7 0.1 1.3

名目 実質

横ばいが続いた（図表３）。１～11 月期の平均でも

3.3％と、近年の労働力需給ひっ迫傾向が継続した。 

15年９月時点の自営業者なども含む就業者数は

前年同期比で約３万人増え、約 380 万人となった。

業種別で就業者数が最も多いのは小売・ホテル・

外食の 62 万人で、これに不動産・専門サービスの

51 万人、貿易・卸売の 48 万人、運輸・倉庫・通信の

45 万人が続く。 

就業者数は 15 年１～９月期にかけて前年比プラ

スの伸びが続いたが、そのペースは徐々に鈍化し、

７～９月期で 0.3％にとどまっている。業種別寄与度

では、建設と運輸・倉庫・通信のほか、教育や医

療・福祉などの個人・社会向けサービスを含むその

他が全体の伸びを支えた（図表４）。特に建設は、

中国本土とリンクする鉄道・橋梁や域内の地下鉄

路線敷設などの大型インフラプロジェクトが続いて

おり、雇用拡大に寄与したとみられる。 

半面、貿易・卸売や小売・ホテル・外食は年前半

から、不動産・専門サービス、金融・保険は同後半

から就業者数が減少に転じている。このうち小売・

ホテル・外食は、過去５年間にわたり雇用拡大のけ

ん引役を担ってきたが、中国本土旅行者を主とす

る来港者数の減少を受けて 15 年１～３月をピーク

に就業者数が前期比で減少に転じている。また、

不動産・専門サービスや金融・保険については、不

動産取引件数の減少や年後半にかけての株式市

況の低迷などが背景にあるとみられる。 

15 年の所得環境をみると、同年１～９月期の賃

金・給与指数1の前年同期比変化率は、名目賃金

が＋4.4％、名目給与が＋4.7％と 14 年を若干上回

った（図表５）。また、物価上昇率を差し引いた実質

値は 14 年には賃金、給与ともマイナスに落ち込ん

だが、15 年１～９月期は賃金が＋0.1％、給与が＋

                                              
1 香港政府統計では、賃金（wage）について基本給および

定期的な支払いが決まっている手当や賞与の合計額で、

管理職階までカバーするものと定義。これに対して給与

（payroll）は、賃金に加えて変動賞与や残業手当などを含

み、経営職階までカバーしており、賃金よりも包括的な概

念であるが、賞与の時期などで指標が不規則に動く傾向

がある。 

図表３ 失業率 

 
（資料）香港政府統計処、CEIC  

図表４ 就業者数の業種別寄与度 

 

（資料）香港政府統計処、CEIC 

▲ 3

▲ 2

▲ 1

0

1

2

3

4

5

11 12 13 14 15
(年・期)

建設 貿易・卸売
小売・ホテル・外食 運輸・倉庫・通信
金融・保険 その他
不動産・専門サービス 就業者数

（前年比％）
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図表６ 各機関による香港経済見通し(16 年予測数値順) 

 

（資料）みずほ総合研究所「みずほアジア・オセアニア経済情報 16 年 1 月（季
刊）」15 年 12 月、恒生銀行「香港經濟的挑戰與展望」15 年 11 月、「香港服務貿
易將再大放異彩？」15 年 12 月、中国銀行（香港）「香港經濟可持續溫和增長」
15 年 12 月、IMF "People’s Republic of China—Hong Kong Special 
Administrative Region: Staff Concluding Statement of the 2015 Article IV 
Mission"15 年 12 月、HKMA「2015 年 11 月 2 日立法會財經事務委員會簡報會
2015 年 10 月 26 日呈交立法會簡報會文件」15 年 11 月、香港政府、各種メディ
ア報道 

2015 2016
UBS 2.0 1.0 2015年09月
ゴールドマン・サックス 2.3 1.6 2015年12月
みずほ総合研究所 2.3 1.9 2015年12月
シティグループ 2.5 2.0 2015年12月
香港金融管理局（HKMA） 2.3 2.2 2015年11月
モルガンスタンレー 2.0 2.3 2015年11月
恒生銀行 2.3 2.4 2015年12月
IMF 2.3 2.5 2015年12月
中国銀行 2.5 2.5 2015年12月
香港政府 2.4 - 2015年11月

平均 2.3 2.0

実質GDP成長率
（予測、％）機関名 公表時期

1.3％と、かろうじてプラスを回復した。 

各種機関が 15 年の平均昇給率の実績について

行った調査結果では、香港人力資源管理学会が平

均＋4.3％、香港バプティスト大学と香港人材管理

協会が＋4.3～4.7％と、14 年の同＋4.2～4.5％を若

干上回るレンジ水準であった。後者は業種別の平

均昇給率も明らかにしており、最も平均レンジが高

かったのは建設業の＋4.8～5.8％で、最も低かった

のは小売・外食産業の＋3.5～3.9％であった。 

２．16 年の展望 

（１）16 年は景気鈍化の可能性 

各種機関の予測などを参考に 16 年の景気を展

望する。みずほ総合研究所は米国の利上げ開始

に伴う香港での金利上昇が個人消

費や投資を下押しするほか、外需も

力強さに欠けることから、16 年の実

質 GDP 成長率は 15 年の着地見込

み＋2.3％を下回る＋1.9％にペース

ダウンすると予測している2。 

これに対して IMF は、世界の景気

回復の足取りは重く、外需は力強さ

を欠く状況にあるものの、ひっ迫す

る労働力需給を背景に個人消費は

引き続き堅調に推移して景気を下

支えし、16 年の実質 GDP 成長率は

15 年の着地見込み 2.25％を若干上

回る 2.5％と予測する3。ただし、景

                                              
2 みずほ総合研究所「みずほアジア・オセアニア経済

情報 16 年１月（季刊）」（15 年 12 月 10 日） 
3 International Monetary Fund, People’s Republic of 

China—Hong Kong Special Administrative Region: 

Staff Concluding Statement of the 2015 Article IV 

Mission 

気を下押しする可能性のあるリスクとして米国の利

上げのインパクトや不動産市況の調整、中国の景

気減速の影響を挙げ、警鐘を鳴らした。 

その他の金融機関なども含めた 16 年の実質

GDP 成長率の予測レンジは＋1.0～2.5％と悲観か

ら楽観までの幅が比較的大きいようである（図表

６）。これらを平均すると＋2.0％となり、15年着地見

込みの平均値＋2.3％を下回った。16 年の香港の

景気見通しは、15 年を若干下回る拡大ペースを基

本としつつ、米利上げが不動産市況や企業の投資

意欲に及ぼす影響、中国の景気鈍化、香港ドルの

対元上昇を背景とする旅行者の伸び悩みの程度な

どは下振れリスク要因といえ、注意深く見守る必要

があろう。 

http://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/asia-eco/asia201601.pdf
http://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/asia-eco/asia201601.pdf
https://www.imf.org/external/np/ms/2015/121515.htm
https://www.imf.org/external/np/ms/2015/121515.htm
https://www.imf.org/external/np/ms/2015/121515.htm
https://www.imf.org/external/np/ms/2015/121515.htm


 

 Jan/Feb 2016  |  9 

South China - Asia Business Report Vol.49 

 

     

図表８ 各機関による昇給率の計画と実績 

 

（資料）各機関プレスリリースおよび各種報道 

計画 実績 計画 公表
（％） （％） （％） 時期

TOWERS WATSON 4.5 4.5 2015/10/13

香港人材管理協会＆バプティスト大学 4.0～4.5 4.3～4.7 4.1～4.3 2016/10/29

香港人力資源管理学会 4.5 4.3 3.8 2015/11/03

ECA International 5.0 4.5 2015/11/12

Manpower Group 3.8～4.2 3.0～4.0 2015/12/08

15年 16年
調査機関

（２）雇用・賃金の

見通し 

企業の景況見

通しを示す翌期

業況判断D．I．を

みると、足もとで

悪化の兆しが認

められる（図表

７）。企業の雇用

見通しを示す翌

期雇用判断 D．I．

では、運輸・倉庫・クーリエと建設の雇用意欲が比

較的強いものの、貿易・卸売や小売といった就業者

全体に占める割合の大きい分野でマイナスとなっ

ている点は懸念される。 

香港人力資源管理学会が 16 年１～４月に賃金

改定を予定している企業を対象とした調査4では、

昇給計画ありと回答する企業の割合は 94.1％で、

前年調査時の回答率96.2％に比べ2.1％ポイント低

下した。また、賃金改定を予定する企業の平均昇

給率は＋3.8％で、前年の同＋4.5％を 0.7％ポイン

ト下回ったほか、15 年実績＋4.3％を 0.5％ポイント

                                              
4 香港人力資源管理学会（Hong Kong Institute of 

Human Resource Management）「3.8％ Base Pay 

Rise Forecast for 2016」 

下回った。 

その他の機関も含めた 16 年の昇給予測を見る

と、昇給率は 15 年をやや下回る水準とする見方が

大勢のようである（図表８）。 

以上から 16 年の賃金上昇率を予測すると、景気

の先行きは下振れリスクをはらんでおり、過去数年

間続いた失業率の低位推移は、貿易や小売・外食

などの労働集約型サービスセクターで労働力需給

のひっ迫が緩み、失業率が上昇する可能性がある。

このため賃金上昇圧力は減退し、名目賃金の上昇

率はここ数年にわたり続いてきた４％台から、３％

台に低下する可能性もあると予

想する。ただし、物価上昇圧力

は緩和傾向にあることから、実

質では 15 年とさほど変わらな

いか、場合によりこれを上回る

可能性もあろう。 

図表７ 香港における翌期業況・雇用判断 D.I.の推移 

 
（注）1. 翌期業況判断 D.I.＝（「良くなる」－「悪くなる」）÷回答社数×100    
   2. 翌期雇用判断 D.I.＝（「雇用を増やす」－「雇用を減らす」）÷回答社数×100   
   3 いずれも翌期見通し。 

（資料）香港政府統計処 

（D.I.）

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

6 8 6 7 3 1 5 ▲ 1

製造 9 ▲ 4 1 12 10 13 4 1
建設 19 19 26 15 29 22 29 28
貿易・卸売 ▲ 6 ▲ 1 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 1 ▲ 1 2 ▲ 5
小売 23 22 9 17 16 ▲ 2 5 ▲ 7
ホテル・外食 10 13 27 14 9 9 14 11
運輸・倉庫・クーリエ 20 15 17 17 9 17 14 19
情報・通信 15 17 26 19 20 35 16 7
金融・保険 19 15 12 7 13 11 5 11
不動産 14 25 25 25 26 6 0 13
専門・事業サービス 12 8 20 14 4 ▲ 6 5 2

2015

雇
用
判
断

業況判断(全業種平均)

2014

http://www.hkihrm.org/phocadownload/press/E-news_files/HKIHRM_Pay_Trend_Survey_Nov_2015_Eng_final_2_Nov_2015.pdf
http://www.hkihrm.org/phocadownload/press/E-news_files/HKIHRM_Pay_Trend_Survey_Nov_2015_Eng_final_2_Nov_2015.pdf
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インドでは 11 月 27 日から１カ月程度の日程で冬

季国会が開かれた。今回の国会は、モンスーン国

会（７月21日から８月13日に開催された夏季国会）

において可決に至らなかった GST（Goods and 

Services Tax ） に 関 す る 憲 法 改 正 案 （ The 

Constitution (122nd Amendment) (GST) Bill, 2014）

を議論するための国会、と新聞紙面上をにぎわせ

ている。直近ではインド・ビハール州の州選挙で、

モディ政権の擁立した候補者が大敗を喫しており、

このGSTの導入が州民にとってネガティブな影響を

及ぼすと評価されたことが要因と言われる。一方で、

ジャイトリー財務相は、当憲法改正案の可決に向

けて反対勢力を説得するためにすべての努力を行

うと言及しており、幅広い議論および可決への意欲

を見せている1。 

GST は、インドにおいて多数存在する間接税を１

つの法体系に統一させた間接税であり、日本でいう

消費税のことである。GST に関しては、前回のイン

ド政府予算に関するジャイトリー財務相のスピーチ

において 2016 年４月１日から導入することを宣言し

ており、インド政府は上述の憲法改正案と同時並

行で GST の制度概要に関するジョイント・コミッティ

ーを組織し、４月の導入に向けての動きを進めてい

                                              
1 編注：インド冬季国会は GST 関連法案の採決に至らない

まま、12 月 23 日に閉会した。 

る。ジョイント・コミッティーからはこれまでに、以下

の４つの制度概要に関するリポートが公表されると

ともにパブリック・コメントの募集が開始された。今

回はこれらの制度案に関するリポートの概要につ

いて紹介したい。なお、今回の内容は制度化される

前の情報であり、今後の議論によっては変更される

可能性があることに留意されたい。 

 
報告書 報告日 

アップ

デート 

１ 

Report of the Joint Committee 

on Business Processes for GST 

on Registration（GST の登録プロ

セス） 

2015年

7 月 

2015年

11 月 

２ 

Report of the Joint Committee 

on Business Processes for GST 

Payment Process（GST の納税

プロセス） 

2015年

4 月 

2015年

11 月 

３ 

Report of the Joint Committee 

on Business Processes for GST 

on Refund Process（GST の還付

プロセス） 

2015年

8 月 

2015年

11 月 

４ 

Report of the Joint Committee 

on Business Processes for GST 

Returns（GST の申告プロセス） 

2015年

10 月 

2015年

11 月 

 

１．GST の登録プロセス 

Goods and Service Tax Network (GSTN) 

GSTN は、GST を支える IT システムのアドミニス

トレーターである。企業は通常、GST に関する手続

きを GST Common Portal（仮称）と呼ばれる専用ウ

【India】 インドビジネス最新情報 第 18回 

インド物品・サービス税（GST） 
に関するアップデート 

石倉 瞬 エス・シー・エス国際会計事務所グループ 

Corporate Catalyst India Pvt Ltd 
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ェブサイト上で行い、GSTN は当該ウェブサイトを含

めて GST に関するシステムを管理する。 

GST 識別番号（GSTIN: Goods and Service Tax 

Identification Number) 

GST 導入後、企業は GST に関する登録を行い、

GST 識別番号（GSTIN）を取得することが必要とな

る。原則として、すべての GST 納税者は当該

GSTIN を保持することが必要となり、当該 GSTIN に

基づき GST のクレジット情報が管理され、GSTの相

殺や還付のメリットを享受したり、GST の申告手続

きを行ったりすることが可能となる。 

小規模取引業者への免除規定 

これまでに公表されている GST の登録手続きに

関するリポートでは、売上の合計額が一定額に満

たない小規模取引業者には、GST の登録が免除さ

れる旨が言及されている。なお、具体的な一定額

は GST 関連法令において公表するとされており判

明していない。一方で、売上高が一定額を超えた場

合には30日以内にGSTの登録を行うことが義務付

けられているため、留意が必要である。 

Compounding Scheme 

Compounding Scheme とは、請求書ごとに GST を

把握、計算するのではなく、売上高の一定割合を

GST と し て 納 税 す る 簡 便 的 な 方 法 で あ る 。

Compounding Schemeは納税者が適切にGSTに関

する手続きを行うための社内機能を有するまでの

暫定的措置であることが明言されており、当スキー

ムに関しても売上規模が一定額未満の場合に選択

可能な手段である。Compounding Scheme を適用す

る場合には、適用年度の前年度３月 31 日にまでに

申請を行わなければならない。 

登録手続き 

登録手続きはすべてGST Common Portalを通して

行われる。リポート上では、申請に必要となる情報お

よびそのサポート資料を GST Common Portal を通し

てアップロードする形式で電子申請が行われる。な

お、企業の代表者が電子署名を持っている場合には

当該電子署名を通して申請を完了可能である。しか

し電子署名を持っていない場合には GST Common 

Portal から申請書類のサマリーを出力し、企業の代

表者がサインしたうえで、アドミニストレーターである

GSTIN のオフィスに直接提出する必要がある。 

なお、すでに間接税の登録が行われている既存

の企業については、州付加価値税やサービス税の

登録情報に基づき当局より企業代表者に GSTIN の

取得に関する通知を行うことが提案されている。企

業は当該通知に従い、GST Common Portal にアク

セスし、GST 登録上の不足情報を登録することで、

GSTIN 取得できる。 

２．GST の納税プロセス 

 GST の納税は、GST Common Portal に従って

行われる。GST の月次申告を行い、納税額が確定

すると納税額が記載された Challan（納税指図書）

が発行される。企業は Challan に従って、納税を行

うことになるが、納税には次の３つの方法が設定さ

れている。 

① インターネットバンキング、クレジットカード、

デビットカードを用いての納税 

② インド準備銀行に承認されている銀行

(Authorized Dealer Bank)の窓口にて現金、

チェックまたはデマンド・ドラフトによる納税

（上限：10,000 ルピー/Challan） 
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③ ②以外の銀行の窓口にて現金、チェックま

たはデマンド・ドラフトによる納税（上限：

10,000 ルピー/Challan） 

日系企業の場合、多くは①の支払方法が選択さ

れ、②での支払いもかなり限定的になることが想定

される。しかし、GST は全インドにて展開されるシス

テムとなるため、地方の取引業者等の状況も踏ま

え、幅広く GST の納税を行える環境を整えている。

また、インドの GST には、Central GST、State GST、

Integrated GST、Additional Tax の４種類の税務区

分が用意されている。企業はこれらの４種類の税

務区分を理解したうえでの納税が必要となる。 

３．GST の還付プロセス 

GST に関する還付も重要な手続きの１つであり、

ジョイント・コミッティーから還付事例および手続き

案が公表されている。以下では日系企業に当ては

まると考えられる主な還付事例について説明する。 

誤謬による税金の還付 

リポートでは GST の納税時の誤謬等に関しても

検討されており、次の誤謬がリポート上では想定さ

れている。 

 Central GST や State GST の識別番号、

Integrated GST、Additional Tax の分類に

関する記載ミス 

 GSTIN の記載ミス 

 納税金額の記載ミス 

これらの例示のうち最初の２つについては、納税

者より還付請求を行うことで、税務当局は当該申請

の適切性を確認したうえで還付に応じることになる。

ただし、還付請求は一定期間内に行われることが

必要となる。３つ目の誤謬に関しては将来の GST

の税務債務との相殺で調整されることが検討され

ている。 

輸出時における税金クレジット累積額の還付 

現在の憲法改正案においては輸出時には GST

に相当する輸出関税は０％となることが提案されて

いる。このため、輸出業者の場合には物品の仕入

時に支払った GST はクレジットとして累積する一方

で、輸出時には GST の税務債務が発生しないため、

基本的にはクレジットが解消されることがない。この

ため、物品の輸出に際しては一定の場合に還付請

求することが許容されている。 

取引量などに基づき事後的に一定の値引きを受け

たことによる GST の還付 

物品の売買に関する多くのビジネスモデルにお

いて、一定期間または年間で一定量の取引が行わ

れた場合には仕入額から値引きを受けられるケー

スが考えられる。このような場合にも取引が発生し

支払いが行われた時点では値引きを受けられるか

否かは確定しておらず、通常、値引き考慮前の金

額で GST の納税が行われることが想定される。そ

の後、一定期間経過後に値引きが発生した場合、

値引きに関する GST の調整が必要となる。リポート

においてはこのようなケースにおいても還付が認め

られるよう提案していることが明記されている。 

在庫や固定資産の購入等の影響による GST の税

金クレジットの累積 

在庫過多になっている場合や、大規模な固定資

産設備の購入が生じた場合などには、購入時に支

払った GST が税金クレジットとして累積していること

が考えられる。リポートにおいては、このような場合
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には還付は認められず、将来期間の税務債務と相

殺していくことが必要となることが明記されている。 

４．GST の申告プロセス 

様式 概要 提出期日 

GSTR 1 
課税対象者が物品・サービス

の提供を行った場合の申告書 
翌月 10 日 

GSTR 2 
課税対象者が物品・サービス

を授受した場合の申告書 
翌月 15 日 

GSTR 3 月次申告書 翌月 20 日 

GSTR 4 
四半期申告書（Compounding 

scheme の利用者のみ） 

四半期の翌

月 18 日 

GSTR 5 
非居住者（課税対象者）に関

する申告書 

登録の最終

日 

GSTR 6 
Input Service Distributor に関

する申告書 
翌月 15 日 

GSTR 7 
GST の源泉徴収に関する申

告書 
翌月 10 日 

GSTR 8 年次申告書 
翌年度 12

月末 

Input Tax Credit（仕入時の GST 支払

額）に関する帳簿 
常備 

現金出納帳 常備 

GST に関する帳簿 常備 

 

GST にかかる申告手続きに関しては、現行の付加

価値税の申告等と同様に月次での申告が要求されて

いる。上記の図表は GST の申告に関する様式とその

内容および提出期日をまとめた表である。上記表に

おいて太枠になっている GSTR 1、GSTR 2、GSTR 3、

GSTR 8 が通常、日系企業において必要となる申告手

続きとなる。このため、企業側は月次と年次での GST

に関するコンプライアンスフローを構築することが必

要である。なお、様式GSTR 7に関してはリポートでの

詳細な説明はなく、GST 関連法令によって必要性が

明らかにされるものと考えられる。 

５．最後に 

インドの GST は、請求書に基づいた取引ごとに

GST の計算が行われる。一方で日本の消費税にお

いては、企業の帳簿を基礎として消費税の計算が

行われ、両者では GST の計算方法が大きく異なる。

インドの GST のほうが取引ごとの GST の計算が要

求されるため、捕捉される GST の金額はより正確

であるが、かなりの煩雑性が伴うと考えられる。イ

ンド政府はこの煩雑性の伴う部分に対して、IT シス

テムを用いて可能な限りオートメーション化すること

で、計算の正確性を補完することを考えている。現

時点においては当該 IT システムの開発状況は公

表されておらず進捗状況は判明していない。また一

方で、GST の制度に関しては当局側、企業側にお

いて現場担当者の教育は必須である。インド政府

が GST に関して 16 年４月から全面導入することは

依然として考えにくいが、13 年会社法が同年８月に

成立後、９月から部分発効された例を考えると、企

業側としてもGSTの状況を注視することは必要と考

えられる。本稿がインドの GST の状況のアップデー

トにつながれば幸いである。 

  

石倉 瞬 （いしくら しゅん） 

日本国公認会計士 

エス・シー・エス国際会計事務所 

Corporate Catalyst (India) 

Deputy Manager 

 

大手監査法人に 7 年間勤務。その間、大手資産運用

会社の投資信託やアジア規模の不動産ファンドの監

査に従事。日本の会計基準のみならず、米国会計基

準や国際会計基準にも精通している。2014年1月より

ニューデリーに駐在し、現地日系企業に対する会計・

税務・法務・労務関連のアドバイザリーサービスや、

新規進出企業への投資アドバイスを行う。 
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１．はじめに 

EPE とは Export Processing Enterprise の略称

で、輸出加工企業と呼ばれる。ベトナムにおいて

EPE とは、輸入関税や輸入 VAT が発生しない企

業体と理解されており、特に関税が発生しない点

について製造コストが下がる大きな利点となり、

人件費を含め、低い製造コストに着目してベトナ

ムに進出する多くの日系企業が EPE の企業形態

を採用している。EPE は名称からもわかるとおり、

製造した製品を輸出することを前提としている企

業体である。一方で日系企業のベトナムにおける

投資活動は多様化しており、9,000 万人を超える

ベトナム内需を目的とした製造・国内販売形態、

あるいは輸入販売（販売事業）形態での事業の検

討が活発になされている。その際には、そもそも

製造および輸出を前提とした EPE が製造した製

品の国内販売を行うことができるか、販売事業を

行うことができるのか、といったライセンス上の問

題、および税制上の留意事項の検討が非常に重

要となる。 

今回は EPE の制度上のまとめと、EPE が製造

した製品の国内販売、および製造していない製品

の販売（販売事業）についてその可否と留意点に

ついて解説する。 

 

２．EPE の概要 

（１） 関税および VAT の免税 

上述のとおり、EPE は輸出加工企業の略称で

ある。工業区や輸出加工区等について定めた

Decree 29/2008/ND-CP（以下 Decree 29）による

と、EPE とは「輸出加工区内で設立された企業、

あるいは工業区・経済特区において製造製品の

全量を輸出する」企業と定義されている。材料を

輸入して製造・加工行為を行って完成された製品

を全量輸出するという事業は、ベトナムには製

造・加工のために一時的、短期的に滞在するに

過ぎず、ベトナムは製造過程の中での中継地点

に過ぎないという性格を有し、同様に国際物流の

中継地点としての性格を有する保税倉庫と同じく

EPE は非関税地域として法規制上、取り扱われて

いる。そのため、関税に関する政令（ Decree 

87/2010/ND-CP）に基づき、EPE が次のような物

品を輸出入する場合、関税および VAT が免除さ

れている。 

a) EPE から輸出する物品 

b) EPE での使用、あるいは輸出向けの製品

の生産のために輸入された物品 

c) ベトナム領土内の別の EPE、輸出加工区

または保税地域から購入した物品 

【Vietnam】 

EPE（輸出加工企業）の国内販売

および販社活動の検討 
谷中 靖久 KPMG ベトナム 



 

 Jan/Feb 2016  |  15 

South China - Asia Business Report Vol.49 

 

     

d) ベトナム領土内の別の EPE、輸出加工区

または保税地域に対して販売する物品 

関税および VAT が免除される、ということは、

そもそも発生しないということであり、特に VAT に

ついては申告手続きを行う必要がない。VAT の

申告手続きが免除されるという点は、関税および

VAT が金額としてそもそも発生しないという利点と

ともに、税務手続きが簡素化されるという点でも

大きなメリットとなっている。 

なお EPE であるというだけで付与される法人税

や個人所得税の税優遇は現時点では存在しな

い。 

（２） 国内で発生した費用から生じる VAT の取り

扱い 

EPE は原則として VAT が免除されているが、支

払ってしまった VAT がどのように取り扱われるか

が論点となる。VAT というのは個人等最終消費者

が負担する税金であるため、最終消費者ではな

い企業は支払った VAT がコストになることがない

よう、売上から徴収する VAT と相殺して申告、あ

るいは還付されるように制度設計されている。 

しかし還付制度の前提として VAT 申告がなさ

れている必要があるものの、EPE の場合、VAT の

申告手続きをそもそも行わないため、EPE が VAT

を支払った場合には還付されることはなく、費用

化してしまう。一方で売り手は売上金額から追加

して VAT を徴収し、申告・納税する義務を負って

おり、EPE と取引した明確な証憑なしに免税すれ

ば脱税行為となってしまう。特にスーパーでの購

入といった国内購買においては、売り手は商品や

サービスを売った相手が EPE であることの説明が

困難であることがあり、売り手にとって EPE から

VAT を徴収しないことはリスクを伴う。 

こ の 点 、 VAT 法 通 達 Circular 219/2013/ 

TT-BTC（以下 Circular 219）の９条１項において、

同条３項に挙げた例外を除いて非関税地域に属

する企業、すなわち EPE への製品、サービスの販

売については VAT を０％と規定している。ただし

製品については同条２項 a)で通関手続きを行うこ

とを要求し、サービスについては同条１項の b)に

おいて EPEの地域内で消費されることも条件に挙

げている。同条３項の例外としては、国外通信サ

ービス費用、EPE が使用する自動車代金ならび

にそのガソリン代、EPE 外でのホテル代・会議費

用・倉庫費用ならびに従業員の交通費などがあり、

これらの費用について EPE は VAT を支払う必要

がある。 

３．EPE が製造した製品の国内販売 

（１） 製造製品の国内販売の実行可能性 

Decree 29 によると、EPE とは「輸出加工区内で

設立された企業、あるいは工業区・経済特区にお

いて製造製品の全量を輸出する」企業と定義され

ている。そのため法令の文言だけみると EPE が

製造した製品を直接国内で販売することは認めら

れないようにも見える。しかし、EPE の事業に関し

て記載した現行投資法1上の政令はまだ公布され

ていないものの、旧投資法に関する Decree 

108/2006/ND-CP 第 15条およびそのガイドライン

である Circular 04/2007/TT-BTM 第６条では、

「輸入禁止商品以外については EPE の国内販売

は可能」と明記されている。そして「EPE の国内販

                                              
1 現行投資法は 2015 年 7 月 1 日より施行された。 
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売は輸出の関係にある」と規定されており、上記

のとおり、国内販売も輸出の一環であると解釈し

ている。 

また Decree 29 の 21 条５項によれば「EPE と国

内企業との間の販売取引は輸出入取引」と規定

されており、当 Decree の一部条項を修正・補足す

る Decree 164/2013/ND-CP（以下 Decree 164）

第１条９項、Decree 144/2015/ND-CP 第１条にお

いても、同様に EPE のベトナム国内販売を許容し

ている。 

以上から、現行投資法の政令がまだ出ていな

い関係上、EPE 製造製品の国内販売を明確に認

めた法規制は存在しないものの、EPE 製造製品

の国内販売は可能であると解釈される。 

（２） 製造製品を国内販売をする際の留意点 

EPE が製造した製品を国内に販売する際には、

上述のとおり輸出と同様に取り扱われる。国内販

売をしても輸出と同様に取り扱われるのは、EPE

ではない企業（Non EPE）が関税や VAT を支払っ

ているのと同様の取り扱いとなるようにするため

である。通関手続きについて定めた Circular 

128/2013/TT-BTC 第 49 条３項には、EPE がベト

ナム国内市場に販売する手続きを規定しており、

買い手が Non EPE の場合、EPE は輸出通関を行

う必要があり、買い手は輸入通関を行い、関税お

よび輸入 VAT を支払う必要がある。買い手が

EPE の場合は、EPE の輸出通関および買い手の

輸入通関はともに不要であり、買い手は関税や

輸入 VAT を支払う必要がない。 

EPE が輸入した固定資産については、関税や

輸入 VAT が免税されるため、Non EPE が同様の

製品を製造、国内販売する場合に比べ、EPE の

方がなお税制上優位になる可能性がある。その

ため EPE の製造製品の国内販売には一定の割

合など制限があるという議論が生じることが多い

が、現行法規制上このような制限は存在しないた

め、法規制上は100％の国内販売も許容されてい

る。 

４．EPE の販売事業 

（１） 実行可能性 

EPE は「輸出」「加工」企業のため、特に製造業

を前提としたステータスをもった企業が、製造を行

わず、製品そのものの輸入販売や国内購買、国

内販売（あるいは輸出販売）を実施する事業（販

売事業）を実施可能かという点については法規制

上明確ではなかった。法規制で明確に許容され

ていない限りは、EPE の定義を考えると企業とし

ては実施不可能と解釈するのが合理的であっ

た。 

この点、ベトナム政府の方針は 2015 年、工業

区内で EPE の販社事業を許容する方向に大きく

変更されている。旧来は工業区（工業団地）や輸

出加工区においては製造行為のみを行うべきと

いう判断から、Decree 164 において EPE が販売

事業を行う場合には、工業区外に支店を設置す

る必要があると規定されていた。またこれに応じ

る形で発行された VAT 法通達 Circular 219 にお

いても、EPE の販売事業においては関税および

VAT は免除されず、別途支店を設立した上で販

売事業分についてVATの申告を要請していた。し

かし Decree 29 や Decree 164 を改正する Decree 

114/2015/ND-CP（以下、Decree 114）が 15 年 11

月に公布され、会計帳簿と販売製品について製
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造製品と明確に区分することを条件に、EPE が工

業区内で販売事業を行うことを許容している。もち

ろん工業区外に支店を設立して販売事業を行うこ

とも可能であるものの、工業区内で販売事業を実

施できれば製造事業と販売事業で人材や費用を

共通化することができるため、今後工業区で販売

事業を行う EPE が増加するものと推測される。 

（２） EPE が工業区内で販売事業を実施をする

際の留意点 

EPE は関税と VAT について免除され、申告を

要しない企業であるが、EPEが実施する販売事業

については関税および VAT 免税の恩典が付与さ

れないため、関税を支払って VAT を納税・申告す

る必要がある。EPEが工業区内で販売事業を行う

場合、工業区外で支店を設立する場合と異なり、

製造事業と同様の税コードを使用して申告・納税

することになる。Decree 114 の発効で取引自体は

実施可能となるが、VAT の取り扱いを定めた

Circular 219はなお変更されていないため、このよ

うな場合の VAT 申告の方法は法規制上は明確

化されていない。 

そのため製造事業と同様の税コードを使用して

VAT 申告を行うことになると思われるものの、各

地の慣行によって取り扱いが異なる可能性があ

るため十分留意する必要がある。また Decree 

114 が要請するとおり、製造事業と販売事業で会

計帳簿および材料・製品を明確に区分管理し、

VAT の申告対象となる取引を明確にする必要が

ある。共通費などの按分方法も現行法規制上、

明確ではないため各地の当局にオフィシャルレタ

ーで問い合わせを行うなどして、明確にする必要

がある。 

５．まとめ 

EPE は輸出製品を加工・製造する企業という形

式で規定された企業体であるものの、ベトナム経

済の発展ならびに企業活動の活発化に伴い、製

造製品の国内販売や、製造していない関連製品

の輸入販売など、EPE の要望に応じる形でさまざ

まな活動が認められるようになってきている。輸

出加工業以外の活動を模索する EPE はますます

増えると思われるものの、今後も EPE については

状況に応じた法規制の変更が予想される。EPE と

して活動の拡大を検討する際には、最新の法規

制や法規制上の留意点、組織上の留意点も検討

したうえで、EPE として工業区内で実施するか、別

途支店を設立するか、それとも別法人とするか、

最適なスキームを決定する必要がある。 

 

  

谷中 靖久  
（たになか やすひさ） 

公認会計士 

KPMG ベトナム 

 

 

 

大阪市立大法学部卒。2003 年 10 月に 朝日監査法人

（現有限責任 あずさ監査法人）東京事務所入所。日

本国内において主にソフトウェアメーカー、製造業等の

会計監査（米国及び日本国会計基準）に従事。2011

年 7 月より KPMG ハノイ事務所に赴任し、現地の日系

企業に対する投資、会計・税務、法務、人事等のアド

バイスを提供している。 
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はじめに 

日系企業がマレーシアへ進出する際、就労ビザ

やライセンスの取得に時間がかかることを説明す

ると驚かれるケースが少なくありません。マレーシ

アでは新会社の設立は２週間から１カ月程度で完

了するのに対して、許認可やライセンスの取得は

思うように進まないケースも見られます。特に新会

社の場合、就労ビザの取得は半年から１年近くか

かるケースもあるからです。そのため、本稿では

今回はマレーシアでの就労ビザの取得の概要に

ついて、留意点とともに解説したいと思います。 

１．マレーシアの就労ビザの種類 

マ レ ー シ ア で の 就 労 が 可 能 な ビ ザ に は

Employment Pass（以下「EP」）と Professional Visit 

Pass（以下「PVP」）の２種類があります。 

EP はマレーシアの会社での長期の就労が認

められるビザで、通常は２年間の許可で発行され

ます。ただ、最近では申請者の給与が低く最少額

に近いケースなど、１年間のみの許可で発行され

る場合も少なくありません。 

PVP は日本からの技術指導者などに対し、マ

レーシアの会社がスポンサーとなって発行する就

労ビザで、通常は６カ月間の短期ビザであり、最

長でも１年間しか延長できません。また、PVP で

はマレーシアの会社は対象者に対して給与の支

給が行なえず、日本の会社から給与の支給を継

続することとなります。 

なお、マレーシアでは EP を取得した赴任者の

家族のための配偶者ビザである Dependent Pass

（以下「DP」といいます）が発行されますが、現状

では DP で働くことは認められていません。 

２．EP の申請と資本金 

マレーシアの会社が EP を申請するためには、

資本金の規制があります。当該規制による資本

金額は外国資本とマレーシア資本の割合に応じ

て概ね下表の通りとなっています。例えば、日本

企業などの外資が 100％保有するマレーシア法

人の場合は、最低 50 万リンギットが必要となりま

す。ただ、事業内容によっては 50 万リンギットで

は認められないケースも少なくありません。詳細

は３以降で説明します。 

【EP 申請にかかる資本金規制】 

No 資本割合 資本金 

1. 100％マレーシア資本 RM 250,000 

2. ローカルと外資の合弁 RM 350,000 

3. 100％外国資本 RM 500,000 

*RM=マレーシア・リンギット  

３．EP の事業別の手続き区分 

EP の申請には、マレーシアで行う事業により以

下の通り３カ所の申請先に区分されます。 

【Malaysia】 

マレーシアでの駐在員にかかる 

就労ビザの取得と留意点 
平松 直樹 フェアコンサルティング マレーシア 
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1) 製造業や駐在員事務所など⇒マレーシア

投 資 開 発 庁 (Malaysian Investment 

Development Authority＝MIDA) 

2) ソフトの開発や Web 広告などの IT 企業⇒

マ ル チ メ デ ィ ア 開 発 庁 (Multimedia 

Development Corporation＝MDEC) 

3) 上記以外の小売りや卸売、商社などのサ

ービス業⇒マレーシアの税関の EP 申請用

サイト（Expatriate Services Division＝ESD) 

なお、MIDA へ申請する場合はすべての資料を

ハードコピーにより申請する必要がありますが、

MDEC と ESD への申請はウェブサイトを通じてソ

フトデータをアップロードすることにより申請を行

ないます。なおマレーシアでは事業の区分につい

て、定款に基づいて会社設立時に申請する事業

によって判断されるため、会社設立の申請時に誤

った事業を登録したり、複数の事業を登録した場

合には、審査が長期化したり、定款を修正するの

に時間が必要となるケースも多く、会社設立前の

段階からビザの取得を考慮して事業選択を行う

必要があります。 

４．駐在員事務所や製造業の EP の申請 

マレーシアでは駐在員事務所や製造業の製造

ライセンスを取得する際に EXPAT POST（駐在員

ポスト）を申請します。そのため、駐在員事務所の

許可や製造ライセンスを取得するのに併せて、

EXPAT POST の許可も得ることになるので、その

後の駐在員のEPも１カ月程度の比較的短期間で

取得可能となります。 

 

５．IT 企業の EP の申請 

IT 企業については MDEC の e-Xpats Centre と

いうウェブサイトから申し込みます。IT はマレーシ

アでは奨励業種となっているので、サービス業の

ような外資規制の対象となりません。そのため、

上述の表に記載した 50 万リンギットで EP の申請

が可能となります。ただ、最近は IT 企業の事業判

断を厳しく行うケースが増えてきており、MDEC の

担当官への事業説明の結果、６で説明するサー

ビス業と判断されるケースも見られ、十分な事前

検討が必要となります。 

EP 申請の主な手続きは以下の通りで、全体で

は約２～３カ月の期間が必要となります。 

1) MDEC へ登録し、会社番号を取得 

2) 会社登録のための必要資料（文末表）を

MDEC へ提出 

3) MDEC からの要請に応じ担当官と面談 

4) MDEC 主催の e-Xpats のトレーニングに参

加（トレーニングは代理での参加も可能。ト

レーニングへの参加後、会社登録は完了） 

5) 必要資料（文末表）を提出し、個人の EP を

申請（承認は２ステージあり） 

6) 税関へパスポートを提出、EP が発行される 

６．サービス業での EP の申請に必要となるライセ

ンス 

国内取引・協同組合・消費者省 (Ministry of 

Domestic Trade, Co-operatives & Consumerism：

MDTCC)が発行したガイドラインにより、マレーシ
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アではサービス業を行う会社に対し、100％での

外国資本保有が可能となりました。 

ただし、サービス業では払込資本金が 100 万リ

ンギットを超えているなどの MDTCC の要件を満

たしていることを記した、MDTCC からの承認レタ

ーが必要となります。このレターは“WRT ライセン

ス”や“USS ライセンス”と呼ばれ、ESD での会社

登録時に提出を求められます。 

WRTには小売りと卸売にカテゴリーがそれぞれ

分かれていますが、一般的には申請用フォーム

（Form WRT）、会社案内、事務所の賃貸借契約

書、事務所内の写真およびビジネスライセンス

（Business Premise License）などの書類が必要と

なります。MDTCC からの承認は MDTCC の委員

会で決定され、通常は承認まで１～２カ月程度が

必要となります。なお、WRT の申請は現在では電

子申請化が行なわれています。また、WRT の申

請では MDTCC の現地視察が行なわれるケース

もあるため、事前の準備が必要となります。 

なお、コンサルティング、デザインやプロモーシ

ョンなどの事業については、2015 年の途中から

Unregulated Service Sector（USS）ライセンスとい

う、WRT ライセンスに類似したライセンスが必要と

なっています。 

７．サービス業での EP の申請 

サービス業での EP の申請は上記の WRT ライ

センス等の取得後からスタートとなりますが、主な

手続きは以下の通りとなり、全体では約２～３カ

月の期間が必要となります。 

1) ESD へ登録し、会社番号を取得 (ESD: 

Step１) 

2) 会社登録のための必要資料（文末表）を

ESD へ提出 (ESD: Step２～４) 

3) 税関の担当官と面談を行ない Letter of 

Undertaking（念書）を提出（ESD: Step５） 

4) 会社登録が完了し、EP の発行枠が付与さ

れる（ESD: Step６） 

5) 必要資料（文末表）を提出し、個人の EP を

申請 

6) 税関へパスポートを提出、EPが発行される 

８．EP の取得と最低給与 

マレーシアでの EP 取得のための最低給与は

5,000 リンギットとなります。5,000 リンギットは外国

で支給されている給与の金額を含みますが、手

当などは含まれないため、給与として支給されて

いる必要があります。なお、EP の更新時には直

近の個人所得税の申告と納税資料、および直近

３カ月の給与明細を税関に提出する必要があり

ます。 

９．EP の申請に必要な資料 

EP の申請に必要な資料は、次頁の表の通りと

なりますが、会社登録の際の事務所の電話請求

書、個人申請の際の英文の卒業証明書、DP の

取得の際に必要となる Family Certificate を取得

するための直近の登記簿謄本などは、事前に準

備を行なっていないとその後の手続において時間

が必要となる要因となります。 
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表：就労ビザの取得のための必要書類 

会社の登録 個人の EP の申請 

 英語版の会社案内 

 会社情報 

 パスポートのコピー（写真のページのみ） 

 直近の監査報告書 

 賃貸借契約書 

 事務所電話請求書 

 会社の税番号 

 地方自治体からのビジネスライセンス 

 フォーム９ 

 フォーム 13 

 フォーム 24 

 フォーム 49 

 会社の最新 Register of Company(ROC) 

 個人情報 

 ジョブ・ディスクリプション 

 最新の履歴書（英語版） 

 マレーシア法人の組織図（英語版） 

 大学の押印がある卒業・修了証明書(英語

版） 

 調理師免許など業務に直結する資格の証明

書(もしあれば) 

 パスポートの全ページのコピー 

 ビザ申請対象の 3.5 cm ｘ 5 cm パスポート

サイズ写真（青い背景）4 枚 

 会社との雇用契約書 

配偶者ビザ 

 Family Certificate（家族証明） 

 家族のパスポートの全ページのコピー 

  ビザ申請対象の 3.5cm ｘ 5.0cm パスポート

サイズ写真（青い背景）4 枚 

 

 

 

 

 

KPMG 税理士法人出身。トランザクションアドバイザリ

ー部門の一員として、不動産投資、海外企業の買収、

グローバルでの組織再編など大規模案件をマネジャー

として担当。専門は複数国にわたる取引に対する税制

を検討する国際税務。現職では企業の進出から、会

計・税務にかかる戦略的なアドバイスなど、多様な業務

を提供している。 

 

平松 直樹 
(ひらまつ なおき) 

Fair Consulting Malaysia  

フェアコンサルティング マレーシア 
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１．はじめに 

中国の景気減速、資源価格の下落や政変など

により周辺国の経済が失速する事態を受け、シン

ガポールでも経済成長率が低下している1。その

ような中で、今までのシンガポール、東南アジア

戦略を見直そうとする動きが見られる。本稿では、

かかる事態に直面した際に、企業が注意すべき

シンガポールの事業再編、清算に関する法令、手

続きについて解説する。 

２．事業再編 

企業が財務的困難に直面したとき、財務アドバ

イザーなどの力を借り、債権者から債権放棄の合

意を得るなどして、公的手続きを経ずに問題を解

決することができる。しかし、これが不可能、ある

いは債権放棄後も財務問題の解決が図られない

場合、以下の２つの公的手続きによる事業再編

スキームを検討することになる。 

(a) 協定によるスキーム（Scheme of Arrangement） 

財務的困難に直面している企業は会社法 210

条に基づく申請をすることができる。この申請は、

                                              
1 シンガポールの 15 年の GDP 成長率は 2％、16 年の

GDP 成長率は 1～3％の見通しである。 

http://www.straitstimes.com/business/economy/singapor

e-2015-gdp-growth-forecast-trimmed-to-close-to-2-1-

3-for-2016-mti 

債権者に対する債務、義務を軽減するためのス

キームを提案するものである。この申請の際、企

業は同時に支払猶予の申請もすることが多い。

人数ベースで過半数、かつ金額ベースで４分の３

以上の債権者の同意を得ることで、提案されたス

キームにつき裁判所による裁定を申し立てること

ができる。裁判所の裁定で、スキームがそのまま

認可されるか、あるいは裁判所が適切と考えられ

る代替案を行うよう指示がある。  

(b) 法定管理（Judicial Management） 

企業あるいはその債権者は、裁判所が指名し

た法定管理人（Judicial manager）の監督の下、当

該企業の事業再編を行うこともできる。いったん

法定管理が申請されると、法定管理が完了する

か、申請者がその申請を取り下げるまで、当該企

業に対する法的申し立ては停止される。債権者

は法定管理人の同意無しには新規の申し立て、

既存の申し立ての継続ができなくなり、企業が立

ち直るための重要な猶予期間となる。  

法定管理人は、企業が現在は債務超過状態だ

が、以下のいずれかを実行できるとの合理的な

見込みがあることを確かめる義務がある。 

 事業の活性化 

 協定によるスキームの開始 

【Singapore】 

シンガポールにおける事業再編、 

清算にかかる法令および手続き 
是松 洋平 RSM シンガポール 
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 清算よりもステークホルダーに有利な

資産売却などのスキーム 

法定管理が開始してから 60 日以内に、法定管

理人は企業の債権者に対して、提案を行わなけ

ればならない。この提案は、上記３ついずれか

（複数の組み合わせの場合もある）の方法をとる

か、そしてそれがどのように達成されるかに関す

るものである。債権者はこの提案に対して賛否を

投票し、債権者の同意が得られれば、法定管理

人が提案内容に沿った計画の実行が行われるよ

う管理する。 

３．清算手続き 

個々の企業の状況により、会社を清算するとい

う選択肢もある。その場合の手続きとして以下の

３つが考えられる。 

(a) 裁判所による清算（強制的な清算） 

会社法 253 条で定められている通り、企業、債

権者、株主、清算人、監督官庁は高裁に対して清

算を申請できる。 

申請者は清算のためのデポジットとして 5,200

シンガポールドルを管財人に供託する必要があ

る。裁判所は公認の管財人あるいは公認の清算

人を管財人として指名する。清算手続きは、清算

の申請が行われた日に開始したとみなされる。 

裁判所が企業の清算開始を決定できる状況に

ついては会社法 254 条１項に詳しく書かれている。

以下にその一部を記載しておく。 

 債務の支払不能 

１万シンガポールドル以上の債権を持つ

債権者から正当な権利としての返済督促を

登記上の住所で受け、その日から 21 日以

内に返済を行わなかった場合、その企業は

債務返済能力が無いとみなされる。（会社

法 254 条２項 (a)） 

 正当かつ衡平と認める場合 

清算をすることが正当かつ衡平と裁判所

が認める場合。 

清算を行う主な目的は、企業の資産を売却し、

債権者、株主などのステークホルダーに分配する

ことにある。 

清算人は、過去の企業の取引などについて調

べ、取締役が企業に支払能力がないと知りつつ

行った取引（取締役に請求）、債権者間の平等原

則に反する取引（優遇された債権者に請求）、市

場価格を下回る取引（取引相手に請求）などがあ

る場合、適切な相手方に請求し、回収を図る。 

(b) 債権者による任意清算（債務超過企業の清

算）  

債権者による任意清算は債務超過の（債務を

全額返済するだけの十分な資産が無い）企業に

利用される。 

債権者による任意清算は、企業の取締役およ

び株主により主導され、清算開始に当たり、その

旨の株主総会特別決議を経る必要がある。その

後、任意清算に関する清算人の選任などをする

ため、債権者集会を召集する。 
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(c) 株主による任意清算 (債務超過でない企業

の清算) 

最も一般的なのは、債務超過でない企業が、

清算をし、余剰資産を株主に分配するこの方法で

ある。 

株主による任意清算を承認するための臨時株

主総会を開くにあたり、取締役は企業が清算開始

から 12 カ月以内にすべての負債を完済をできる

ことに確信を持つことが求められ、その旨を書面

で宣誓する必要がある。企業は臨時株主総会で

企業の清算を担当する清算人を選任する。 

４．最後に 

シンガポールにおいても経済成長率が低下し、

在シンガポール日本企業も戦略の見直しを迫ら

れる中、再編、清算に関する問い合わせも増加

傾向にある。 

また、ごくまれに、取締役や株主が正式な手続

を経ずに撤退するケースもあるが、このようなケ

ースでは取締役や株主がシンガポールにおいて

不利な扱いを受ける可能性が高いので、撤退に

当たっては、所定の手続きを踏むことを強くお勧

めする。 

 

  
是松 洋平 
（これまつ ようへい） 

RSM シンガポール 

（旧 RSM チオリム） 

日本デスク 

日本国内での事業会社、会計事務所などでの

勤務を経て、2012 年4 月より現職。現在日本企

業の会社設立、シンガポールでの事業展開、

税務、会計関連のアドバイスなど各種アドバイ

スを提供。 
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１．はじめに 

2015 年 10 月 23 日、インドネシアの労働大臣

は、労働大臣規則 2015 年 35 号(以下｢大臣規

則 35 号｣)を発令し、わずか約４カ月前に発令さ

れた｢外国人労働者1活用の手続きに関するイ

ンドネシア労働大臣規則 2015 年 16 号｣(以下

｢大臣規則 16 号｣)の一部内容を修正し、外国

人雇用政策に新たな変更を加えました。以下、

大臣規則 16 号および今般の同 35 号について

概説します。 

２．大臣規則 16 号 

15 年６月 29 日に発令された大臣規則 16 号

は、インドネシア域内において、雇用者が外国

人労働者を雇用等するに際しての手続き、より

具体的には、雇用者による外国人雇用計画書

(Rencana Memperkerjakan Tenaga Kerja Asing 

(RPTKA)、以下｢外国人雇用計画書(RPTKA)｣)

および外国人就労許可(Izin Memperkerjakan 

Tenaga Kerja Asing (IMTA)、以下｢外国人就労

許可(IMTA)｣)の取得に関する義務および手続

きを定めるものであり、それまでこれらの内容を

                                              
1 外国人労働者とは、インドネシア域内において労働する

ための査証を有する外国人と定義されます。 

規定していた労働移住大臣規則 2013 年 12 号

(以下｢大臣規則 2013 年 12 号｣)を廃止し、同規

則 12 号のもとでは不明瞭であった点を明確化

しつつ、外国人労働者雇用に関して新たな規

制を課すものでした。 

(1) 従前の大臣規則 16 号の主要な内容 

(ⅰ) インドネシア非居住者である取締役およびコ

ミサリス2等に関する外国人就労許可(IMTA) 

それまで、インドネシア国外に居住するイン

ドネシア法人の外国人取締役およびコミサリ

ス等(以下、併せて｢非居住取締役等｣)につい

て、インドネシアにおける外国人就労許可

(IMTA)の取得を義務付ける明文規定は存在

しませんでした。そのため、非居住取締役等

については、外国人就労許可（IMTA）は取得

しないのが実務の趨勢でしたが、大臣規則

16 号は、非居住取締役等についても、外国

人就労許可(IMTA)が必要とされる旨を初め

て明記しました。 

                                              
2 コミサリスとは、日本の株式会社における監査役に

類似する役職です。コミサリスにより構成されるコミ

サリス会は取締役による業務執行を監督し、一定の場

合には取締役の業務執行を一時停止することができる

など、強い権限が与えられています。 

【Indonesia】  

インドネシアの外国人雇用に関する 
新規制(規則16号と 35号) 

～最新規制の事実上の一部撤廃～ 

町田 憲昭、吉本 智郎 西村あさひ法律事務所 
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(ⅱ) 外国人労働者とインドネシア人労働者の割合 

大臣規則 16 号は、１人の外国人労働者を雇

用する外国人労働者雇用者3は、当該１人につ

いて、インドネシア人労働者を少なくとも10人以

上雇用しなければならないと明記しました。この

ような外国人とインドネシア人の労働者比率に

ついては、従前、不文のポリシーとして外国人１

人に対し、インドネシア人３人ないし４人程度の

比率が求められていたものの、これが明文化さ

れ、かつ、１：10 まで比率が上げられたものです

4。 

(ⅲ) 一時的業務に関する外国人雇用計画書

(RPTKA)および外国人就労許可(IMTA)に関する

変更 

一般に、外国人労働者の雇用を検討する外

国人労働者雇用者は、労働大臣またはその指

名を受けた公務員が承認する外国人雇用計画

書(RPTKA)を保有することが義務付けられてい

ます。外国人雇用計画書(RPTKA)は、外国人

就労許可(IMTA)の交付の前提とされています。 

                                              
3 外国人労働者雇用者とは、外国人労働者を雇用し、給

与又はその他の形態の報酬を支払う法人又はその他の機

関と定義されます。 
4 ただし、大臣規則 16 号第 3 条 2 項の定めにより、1:10

の比率の義務は、以下のいずれかに該当する外国人には

適用されないものとされていました。なお、｢一時的業務｣と

は短期間に完了することのできる業務を意味し、また

｢Impresariat｣サービスとは、基本的に、エンターテインメン

トサービスを意味します(例えば、芸術やスポーツの分野で

外国人労働者を一時的に往来させるもの等)。 

a. 取締役またはコミサリス等に就任する者 

b. ｢緊急かつ差し迫った(emergency and urgent)｣性質

の業務のために雇用される外国人労働者 

c. 一時的業務のために雇用される外国人労働者 
d. エンターテインメント(impresariat)サービスのために

雇用される外国人労働者 

この点、大臣規則 16 号は、一時的業務のた

めに外国人雇用計画書(RPTKA)の承認および

外国人就労許可(IMTA)が必要とされる場合とし

て、以下 a～h の活動を明記しました。従前は、

以下 g(単発の業務)および h(機械・電気の据付、

販売後のアフターサービスまたは試験販売中

の製品に関する業務)のみが挙げられていたと

ころ、a～f が新たにリストに追加されたことにな

り、例えば、講演や会議の目的のためだけに入

国する際にも外国人雇用計画書(RPTKA)の保

持および外国人雇用許可(IMTA)が必要とされ

る可能性があり、実業界の懸念を招いていまし

た。他方、講演の実施等は、入国管理法の解

説において到着ビザ(VOA)でも行える事項とも

説明されており、以下に列挙されるいずれかの

事項を行う場合に必ず一時的な業務のための

外国人雇用計画書(RPTKA)が必要となるか、

不明瞭でした。 

a. 製品品質とデザインの向上に向けた革

新的産業技術の実施および開発、並び

にインドネシア製品およびサービスの海

外での販売協力のためのガイダンス、カ

ウンセリングおよびトレーニングの提供 

b. 管轄当局の許可を得た商業目的でのフィ

ルム製作 

c. 講演の実施 

d. インドネシアにある本社または駐在員事

務所との会議への参加 

e. インドネシアにある支社の監査、品質管

理または検査の実施 

f. 外国人労働者の試用 

g. 単発の業務 
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h. 機械・電気の据付、販売後のアフターサ

ービスまたは試験販売中の製品に関連

する業務 

(ⅳ) 外国人労働者に必要とされる要件 

なお、今般の大臣規則 35 号で撤廃された内容

ではありませんが、大臣規則 16 号は、外国人労

働者雇用者が雇用を検討する外国人労働者につ

いて、以下のいずれの要件も満たしていることを

要求しています(大臣規則 16 号において、インド

ネシア語でのコミュニケーション能力の要件が除

外されました)。 

a. 当該外国人労働者が就労する予定の職

に応じた学歴を有していること 

b. 当該外国人労働者が就労する予定の職

に応じた能力の認証を受けている、また

はその分野で少なくとも５年の職歴を有し

ていること 

c. 当該外国人労働者が、同僚のインドネシ

ア人労働者に対し、自身の専門的技能を

移転することを表明する文書(将来、訓練

および教育実施の報告書による証明対

象となる)を作成すること 

d. 当該外国人労働者が６カ月を超えて労働

している場合には、納税者番号を取得し

ていること 

e. インドネシアの保険会社の保険に加入し

ていることの証書を提示できること 

f. 当該外国人労働者が６カ月を超えてイン

ドネシアで労働している場合には、国家

社会保障制度(SJSN)に加入していること 

ただし、上記の要件に関しては、以下の例外規

定が存在します。 

 上記 a、b および c の要件は、取締役また

はコミサリス等に就任する者には適用さ

れない 

 上記いずれの要件も、｢緊急かつ差し迫

った｣性質の業務のために雇用された外

国人労働者には適用されない 

 上記a、b、c、dおよびfの要件は、一時的

業務およびエンターテインメントサービス

のために雇用される外国人労働者には

適用されない 

(2) 大臣規則 16 号による影響 

上記のとおり、大臣規則 16 号は、大臣規則

2013 年 12 号の下では必ずしも明確ではなかった

論点について明確化を図り、また、外国人労働者

の雇用に関して重要な影響をおよぼす可能性の

ある複数の新規定を導入するものでした。特に、

非居住者取締役等の外国人就労許可(IMTA)取

得義務化(上記(1)(ⅰ))、外国人労働者とインドネ

シア人労働者の割合規制(上記(1)(ⅱ))および一

時的業務に関する外国人雇用計画書(RPTKA)お

よび外国人就労許可(IMTA)に関する変更(上記

(1)(ⅲ))については、外国人労働者の人事実務に

重大な支障をおよぼしかねないものとして、外資

企業や外国投資家の間で大きな関心事となって

いました。 

３．大臣規則 35 号 

今般発布された大臣規則 35 号は、こういった

大臣規則 16 号に対する懸念に応えるものとなっ
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て お り 、 特 に 影 響 が 懸 念 さ れ て い た 前 記 ２

(1)(ⅰ)(ⅱ)(ⅲ)の３つの政策を修正する点に大き

な特徴があります。すなわち、 

1) 外国人労働者雇用者は、非居住取締役

等 に つ い て も 、 外 国 人 雇 用 計 画 書

(RPTKA)を保持したり、外国人就労許可

(IMTA)を取得する必要はないと修正され

ました。 

2) 外国人労働者に対するインドネシア人労

働者の１：10 の比率を規定する条文は削

除されました。この結果、従前の不文の

ポリシーとして理解されていた１：３ないし

４程度の比率が今後も適用されることに

なると思われます。 

3) 外国人雇用計画書(RPTKA)の保持およ

び外国人雇用許可(IMTA)が必要とされる

一時的業務の範囲が、大臣規則 16 号に

おいて規定された８項目から３項目に縮

小され、下記 b(旧 e)については、もともと

の内容に、期間に関する条件が付されま

した（下表）。 

表のとおり、大臣規則 16 号では、講演や会議

の み の た め の 入 国 に も 外 国 人 雇 用 計 画 書

(RPTKA)の保持および外国人雇用許可(IMTA)が

必要される可能性があるものと解された点で外資

企業や外国投資家の懸念を招いていましたが、こ

れらは今回撤廃されたことになります。 

なお、その他、大臣規則 36 号では、以下のよう

な点も明記されています。 

4)  新たに、インドネシア 100％内資企業

(Perusahaan Penanaman Modal Dalam 

Negeri)に対し、外国人をコミサリスとして

雇用することを禁止する条項が追加され

ました。 

5) 外 国 人 労 働 者 雇 用 補 償 金 (Dana 

Kompensasi Penggunaan Tenaga Kerja 

Asing)について、米ドルからインドネシア・

ルピアへの換金が不要となりました。こ

RPTKA 等が必要な一時的業務の範囲(新旧対照表) 

大臣規則 16 号旧第 16 条 大臣規則 35 号による修正後第 16 条 

a. 製品品質とデザインの向上に向けた革新的産業技

術の実施および開発、並びにインドネシア製品お

よびサービスの海外での販売協力のためのガイダ

ンス、カウンセリングおよびトレーニングの提供 

a. 製品品質とデザインの向上に向けた革新的産業技

術の実施および開発、並びにインドネシア製品お

よびサービスの海外での販売協力のためのガイダ

ンス、カウンセリングおよびトレーニングの提供 

b. 管轄当局の許可を得た商業目的でのフィルム製作 a. 管轄当局の許可を得た商業目的でのフィルム製作 

c. 講演の実施 c. 講演の実施 

d. インドネシアにある本社または駐在員事務所との

会議への参加 

d. インドネシアにある本社または駐在員事務所との

会議への参加 

e. インドネシアに所在する支社の監査、品質管理また

は検査の実施 

b. 1 カ月を超える期間での、インドネシアに所在する支

社の監査、品質管理または検査の実施 

f. 外国人労働者の試用 f. 外国人労働者の試用 

g. 単発の業務 g. 単発の業務 

h. 機械・電気の据付、販売後のアフターサービスまた

は試験販売中の製品に関連する業務 

c. 機械・電気の据付、販売後のアフターサービスまた

は試験販売中の製品に関連する業務 
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れは、大臣規則 16 号において、外国人

労働者雇用補償金については新たにイ

ンドネシア・ルピアでの支払いが求められ

るようになっていたところ、当該規制を撤

廃するものです。 

6) 大臣規則35号の発令前に雇用者が非居

住取締役等の雇用のために支払った外

国人雇用許可(IMTA)の申請のための外

国人労働者雇用補償金は、一切返金さ

れないことが明記されています。 

４．終わりに 

今回の大臣規則 35 号による大臣規則 16 号の

修正は、国際商業会議所(International Chamber 

of Commerce)等によるロビー活動を受けて実現さ

れたものであるといわれています。わずか４カ月

での規制の事実上の撤廃は、インドネシアの規制

法令の不安定さを露呈する結果となるとともに、

一方で柔軟性をも表すものと考えられます。外国

人労働者の管理および活用はインドネシア政府

にとっても重要なテーマの一つであることは変わ

りませんので、引き続き、油断なく規制の動向に

注視していく必要があるものと思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

町田 憲昭 (まちだ のりあき) 

西村あさひ法律事務所 

ジャカルタ事務所 *提携事務所 

弁護士 

 

インドネシアを中心とする東南アジア案件を手がける。現地

駐在経験に基づき、新規進出、現地企業との合弁、現地企

業の買収、現地進出後の法務問題等に関してアドバイスを

行う。その他一般企業法務、国内外の M&A、海外進出案

件等を担当。インドネシアの Rosetini & Partners に出向中。 

 

 

 

吉本 智郎(よしもと ともろう) 

西村あさひ法律事務所 

シンガポール事務所 

弁護士 

 

2007 年弁護士登録。14 年 4 月よりシンガポール事務

所に赴任。シンガポール、インドネシア、マレーシアを

中心とした東南アジア諸国の M&A、JV、国際商事案

件一般、一般企業法務に多く携わる。 
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はじめに 

企業間競争の激しい昨今、市場における優位性

を保つために、自社の独自技術などにかかる秘密

保持はますます重要性を増している。こうした企業

の秘密事項を把握する従業員に対し、合法的に競

合他社への就業を避止することは、秘密保持に有

効な措置の一つである。 

中国の「労働契約法」第 23 条は、競業制限に関

して初めて法的に規定したもので、使用者（雇用者）

は、秘密保持義務のある労働者と、労働契約、秘

密保持協議の中で競業制限条項を約定し、労働契

約を解除または終了した後の一定期間内に、原使

用者と競争関係のある企業または業界への就職、

あるいは原使用者と競争関係の存在する業務を自

ら経営または他人のために経営することを禁じるこ

とができるとしている。一方、この競業避止期間中、

原使用者が労働者に対し毎月、経済補償金を支払

うこと、労働者が避止義務に違反した場合、使用者

に対し、違約金を支払うことを約定することができる

ことも示している。 

これについて、本稿では、実務上、競業避止にか

かる実務上の問題および関連事例をもとに、競業

避止に関する代表的な認識の誤り、およびその修

正を簡潔にまとめた。 

１．企業の全従業員への競業避止義務適用 

多くの製造業企業、特にハイテク企業において

は、商業秘密および技術、特許などの保護を極め

て重視している。このため、企業の人事部門また

はその他管理部門が、すべての従業員の入社時

または在職期間中において、競業避止協議を締

結する、または労働契約書の中に競業避止条項

を盛り込むケースは多い。企業側としては、これを

もって、従業員が商業秘密の漏洩、競合関係にあ

るその他企業での就職、または同種製品の生産・

取り扱いを制限しようとしている。ただし、上述の

方式は、制限を受ける従業員または職位を区別

しておらず、従業員全員に対し、競業避止義務の

履行を要求している。 

「労働契約法」第 24 条第１項は、競業避止を行

う人員は、使用者の高級管理職員、高級技術職

員およびその他の秘密保持義務を負う人員に限

るとしている。当該規定は、「秘密保持義務を負う

人員」といった表現に見られるとおり、企業に一定

の選択権を付与するなど、柔軟性を持たせている

半面、企業が自由選択できる範囲は、「秘密保持

義務を負う」人員の制限範囲を超過してはならな

い。実務上、上述のように従業員全員と競業避止

協議書を締結する企業がみられ、こうした企業は

従業員全員に企業の秘密に接触する機会がある

【China】中国ビジネス法律講座 第 49回 

競業避止にかかる 

代表的な誤解とその修正 
潘立冬、楊金海 協力弁護士グループ 
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と想定している。しかし、これは企業にとって、明ら

かに不利である。企業が従業員に競業避止義務を

負わせる場合、相応的な対価、すなわち経済補償

金を支払う義務が生じる。職務･職位の区別なく全

従業員に競業避止義務を適用することは、企業の

労務コストを増加させる。さらに、従業員に競業避

止補償金を支払わなかった場合は、従業員に競業

避止義務を負うよう請求することができず、競業避

止協議および関連条項は有名無実なものとなるだ

けでなく、企業は、競業避止協議を通じて従業員に

違約金を請求することもできず、従業員が競業避

止義務を履行した場合はこれに対する経済補償金

を支払わなければならない。 

２．商業秘密保守と競業避止業務の同一視 

「労働契約法」第23条は、使用者と労働者が、労

働契約の中で使用者の商業秘密保持事項につい

て約定する権利を付与したため、多くの企業は、競

業避止と商業秘密をともに約定して、同一条項に

書き込まれるもの、または同じものと捉えている。し

かし実際には、商業秘密保持と競業避止とは、各

方面において異なっている。 

競業避止約定を締結することは、商業秘密を保

護する手段の一つであり、競業避止自体は、商業

秘密保護とは言えない。競業避止の内容も、商業

秘密を保護することだけではない。秘密保持義務

および競業避止業務の主な相違点は下表の通りで

ある。 

３．２年を超える競業避止期間の約定 

競業避止義務は、従業員が労働契約の解除ま

たは終了後（＝離職後）における義務である。離職

後に従業員が競合他社に就職または従事するこ

とを制限するために、約定する競業避止期間は長

ければ長いほどよいと考えがちであるが、これは

競業避止期間に関する法的制限を無視することに

なる。 

「労働契約法」第 24 条第２項には、労働契約の

解除または終了後に、前項で規定されている人員

（＝秘密保持義務を負う人員）が本使用者と同種の

製品・業務を生産または競合関係にあるその他の

使用者に就職するか、または自身で開業して同種

製品・業務を生産あるいは取り扱うことを制限する

期限は２年を超えてはならない、としている。 

当該条項は、上述のように長期にわたる競業避

止期間を約定すれば、労働者の適法な利益を損う

恐れがあり、労働者の自由就職権および使用者の

公平競争を維持する市場秩序のバランスを乱すこ

とが考えられることから設けられたもので、法律上、

２年間の最長競業避止期間を規定している。したが

って、仮に使用者と労働者が２年を超える競業避止

期間を約定した場合は、２年を超過した部分は無

効となる。 

４．賃金の一部を競業制限補償金

に充当 

使用者と労働者が競業避止を

約定した場合、労働者が離職後の

一部の就職機会を放棄することに

 秘密保持義務 競業避止義務 

発生基礎 
法定義務または契約書に

伴う義務 
約定による義務 

制限期間 期限なし 2 年以内 

対価補償 
秘密保持により発生する対

価を支払う必要がない 

競業避止による補償金を支

払う必要あり 

法的責任 民事責任、刑事責任など 通常、民事責任 
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対する補償として相応の対価、すなわち競業避止

補償金を支払う必要がある。実務上、一部の企業

がコスト節約を目的に、または法律規定に対する

理解不足から、従業員の在職中の賃金の一部を

競業避止補償金とする、または賃金を競業避止

義務を履行する対価に充てることができると考え

て、その他の競業避止補償金を支給しない、ある

いは従業員の在職期間中に毎月、競業避止補償

金を支払うことがあるが、これらはいずれも法律

法規に則った対応とはいえない。 

「労働契約法」第 23 条第２項には、秘密保持義

務を負う労働者に対し、使用者は、労働契約また

は秘密保持協議の中で労働者と競業制限条項を

約定し、かつ労働契約を終了または解除した後、

競業制限期間中、月ごとに労働者に支払う経済

補償について約定することができる、とある。 

つまり、使用者による競業避止補償金の支給

方法および支払期間は、法律上、労働契約の解

除または終了した後、競業避止期間内であると明

示されている。したがって、競業避止補償金は、

労働契約関係の存続期間（在職期間）内に支払う

べきではなく、賃金または賃金の一部を競業避止

補償金としてはならない。 

５．競業避止経済補償金を約定してない約定は

無効か 

法律上、使用者と労働者が競業避止義務を約

定した場合、使用者は対価（競業避止補償金）を

支払うことで労働者に競業避止義務の履行を要

求することができる。仮に使用者が経済補償金を

支払わない場合、労働者は競業避止を履行する

義務はない。このため、競業避止に関する約定に

経済補償金の内容を約定してない場合、当該競

業避止約定は無効であると理解している企業が

ある。また、労働者が競業避止義務を履行しても、

経済補償金について約定していなければ、補償

金の支払いを主張する権利はないと主張するケ

ースもみられる。 

「最高人民法院による労働紛争事件審理の

法律適用の若干の問題に関する解釈（四）」第６

条には、当事者が、労働契約または秘密保持合

意において競業制限を約定しているものの、労

働契約の解除または終了後に労働者へ経済補

償を与える旨を約定していない場合において、

労働者が競業制限義務を履行した場合、労働

者が労働契約解除または終了前の 12 カ月の平

均賃金の 30％を毎月、経済補償金として支払う

よう雇用単位（使用者）に要求したときは、人民

法院は、これを支持しなければならない、とされ

ている。 

使用者と労働者が競業避止を約定した場合、

当該約定が双方の真実の意思を表示するもので

あれば、有効な約定であると認定される。つまり、

経済補償金を約定していなくても、労働者は競業

避止補償金を請求する権利を喪失してない。労働

者は、既に競業避止義務を履行していれば、相応

の経済補償金の支払いを主張することができる。

使用者は、労働者と経済補償金の基準について

協議することができるが、協議で合意できない場

合、上述の通り、労働契約解除または終了前の

12 カ月の月平均賃金の 30％を毎月支払うことに

なる。 
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最後に 

ここまでに紹介した代表的な認識の誤りは、企

業において競業避止制度の設計段階から管理・

実務段階までに共通し、またしばしば見受けられ

るものばかりである。本稿では、かかる認識の誤

りと修正すべきポイントについて紹介したが、企業

は、具体的な法律・規定をいま一度確認するとと

もに、競業避止について正確に理解し、適切な競

業避止制度の設計およびその実施、ならびに従

業員管理に努められたい。 

 

 

 

 

 

潘 立冬 

パートナー弁護士 

ニューヨーク州弁護士 

 

中山大学法学部大学院指導教官 広州仲裁委仲裁員 

中山大学大学院法学研究科修了、米国セン卜ルイス－

ワシントン大学ロースクール修了、1998 年中国にて弁護

士登録、2004 年米国ニューヨーク州弁護 士資格取得。

会社法、企業の合併・清算、労働法、不動産業務、知的

財産保護、保険法、商法、海商仲裁及び訴訟等の分野

で、豊富な経験を有する。 

 

 

 

楊 金海 

弁護士 

 

 

中山大学法学科修了。労働法関連業務を得意分野と

し、外資系企業の労働契約書、社内管理文書・就業規

則の制定、競業避止契約・秘密保持契約の制定、労

働紛争・ストライキの処理、労働仲裁・訴訟においても

豊富な経験を有している。また、外商投資、会社設立、

Ｍ＆Ａ、会社清算、商業紛争等に関連した仲裁及び訴

訟等に対する法律サービスに数多く従事。 
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2015 年３Q の景気は底打ち 

15 年３Ｑ（７～９月期）のアジア経済は、総じて

みれば底打ちし、多くの国で成長率は前期から加

速した（図表１）。①韓国やインドなどで、政府によ

る財政執行ペースの加速から公需が押し上げら

れたこと、②シンガポールやベトナムでは、輸出

が底打ちしたことなどが要因である。 

もっとも、成長率の加速ペースは全般的に小幅

にとどまっており、景気回復のモメンタムは弱い

状況だ。その主因は、輸出が下げ止まりつつある

ものの、引き続き低水準で推移していることだ。３

Ｑは、米国向け輸出の拡大が一服したことに加え、

その他地域向け輸出も底ばい状態だった。輸出

の伸び悩みは、輸出依存度の高い国を中心に、

景気回復の足かせとなった。 

個別にみると、中国は、前期からやや減速した

ものの、市場予想以上の伸び率となった。インフ

ラ投資の加速が下支えとなった。 

NIEs は、好不調が分かれた。韓国は、MERS 感

染終息による個人消費増加などから加速した。シ

ンガポールは、輸出の底打ちにより持ち直した。

台湾は個人消費など内需の悪化から、２期連続

のマイナス成長となった。香港の成長率は加速し

たが、輸入の減少などが主因であり、景気の実態

は弱い。 

ASEAN５は、総じてみれば加速した。

ベトナムは金融緩和により内需が堅調

に推移した。インドネシアの成長率は、

政府支出の執行加速により横ばいで

推移した。マレーシアの成長率は減速

したが、輸出が３期ぶりに増加したこと

などから、景気の基調は底堅かった。

フィリピンは在庫投資以外の需要項目

は底堅く推移しており、景気は堅調だ。

一方、タイの成長率は加速したものの、

在庫投資以外の需要項目が振るわず、

【アジア経済情報】 

アジア概況 
～2016年にかけ自律的回復力に乏しい展開が続く～ 

宮嶋 貴之 みずほ総合研究所 

図表１ 実質 GDP 成長率 
（前期比年率、％） 

 2014 2015 

 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 

韓国 4.4 2.0 3.2 1.1 3.3 1.3 5.3 

台湾 0.8 6.7 5.1 0.9 1.9 ▲4.5 ▲1.2 

香港 2.6 ▲0.0 5.9 1.0 3.0 1.7 3.5 

シンガポール 1.8 ▲0.5 2.6 4.9 3.5 ▲2.6 1.9 

タイ ▲2.9 2.6 3.7 4.7 1.4 1.4 4.0 

マレーシア 5.5 6.7 3.3 7.3 4.7 4.5 2.6 

フィリピン 7.6 7.0 2.6 9.5 2.0 8.2 4.5 

（前年比、％） 

中国 7.3 7.4 7.2 7.2 7.0 7.0 6.9 

インドネシア 5.1 5.0 4.9 5.0 4.7 4.7 4.7 

ベトナム 5.1 5.3 6.1 7.0 6.1 6.5 6.8 

インド 6.7 6.7 8.4 6.6 7.5 7.0 7.4 

（資料）各国統計、CEIC Data 



 

 Jan/Feb 2016  |  35 

South China - Asia Business Report Vol.49 

 

     

景気の基調は引き続き悪い。 

インドは、投資や政府消費が拡大し、

成長率は加速した。 

景気対策の実施が相次ぐも、効果は限定

的 

景気回復テンポが弱い中、夏場以降、

アジア地域では金融緩和や財政出動な

ど景気対策の実施が相次いでいる（図

表２）。９月末前後に米国の利上げ開始

時期が当初予想より遅れる見込みが高

まったことなどから、通貨下落圧力に対する懸

念が後退したことも、こうした対策が実施された

背景にあろう。 

もっとも、各国の景気対策を総じてみると、急激

な景気浮揚を意図した大型の対策とは言い難く、

小幅の利下げや小規模な財政支出にとどまって

おり、景気の腰折れを阻止する意味合いが強い。

各国が大型の景気刺激策に踏み切らない理由と

して、中国の景気下振れなど、今後の世界経済

の悪化リスクに対応する政策余地を残そうという

意向が働いていることなどが考えられる。 

アジアの景気は 15 年末まで持ち直すものの、そ

の後はペースダウン 

16 年までを展望すると、アジアの景気は 15 年

末まで持ち直しが続くものの、その後は 16 年末に

かけてややペースダウンするとみられる。 

中国経済については、インフラ投資の加速など

により、15 年末にかけて持ち直しの動きが明確に

なる見通しだ。しかし、16 年には、過剰設備問題

などを背景とした資本ストック調整による投資

の減速が続いていく見込みであり、緩やかな減

速傾向に回帰しよう。 

ただし、中国の成長率が急激に減速するとい

うハードランディングな景気調整は避けられると

みられる。財政・金融政策によるある程度の下

支えが見込まれることに加え、中間層・富裕層

人口の拡大などによってサービス需要が拡大

する中、第３次産業が就業者数全体の増加を

下支えするなど（図表３）、良好な雇用・所得状

況から、個人消費は底堅く推移する見通しだ。 

図表２ 2015 年 7 月以降の景気対策実施国 

 
（資料）みずほ総合研究所作成 

国名 内容 評価
・個人消費など景気を一定程度下支え

・2009年以降の補正予算としては最小の規模

・小幅な利下げゆえ、景気浮揚効果は限定的

・消費活性化措置のGDP創出効果は限定的

シンガ

ポール

金融緩和策の

実施

・名目実効為替レートの上昇ペース緩和とい

う微調整の範囲内。景気浮揚効果は小さい

インドネ

シア

一連の景気対

策パッケージ

・規制緩和など中長期的な構造改革につなが

るものが多く短期の景気への影響は限定的

タイ
バーツ高緩和
策、景気対策

・投資奨励策やバーツ高緩和策を実施も、低稼働率
から効果は限定的

マレーシ

ア

株価支援・景

気対策

・目玉は株価対策で、それ以外の項目への支

出額は小さい

ベトナム 通貨切り下げ
・実質実効ベースでみた通貨高を完全に是正

するほどの切り下げではない

インド
利下げ、予算

前倒し
・低稼働率のため、利下げ効果は限定的。予算前倒
し執行も息切れへ

韓国
補正予算の実

施

台湾
利下げ、消費

活性化策など

図表３ 中国の就業者数 

 
（資料）中国人力資源社会保障部、CEIC Data 
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中国を除くアジア経済についても、15 年末まで

は持ち直しに向かうだろう。前述した各国の景気

対策による内需の下支えに加え、米国や中国向

けを中心に輸出が底打ちしよう。しかし、16 年の

景気拡大テンポの更なる高まりは見込みづらい。

中国の景気が減速基調に回帰することなどから、

輸出は再び伸び悩む展開となろう。内需は、低水

準の原油価格などの下支え要因もあるが、米国

が利上げ局面入りすることで金融政策の緩和モ

ードも、多くの国で次第に弱まる上に、輸出の伸

びが緩慢で生産拡大の足かせとなるなど自律的

な回復も見込みづらい状況だ。 

懸念される４つの景気下振れリスクが存在 

上述した景気の見通しに対するリスク要因とし

て、①中国政府の政策対応の失敗、②想定以上

の米利上げ加速などによる通貨急落、③史上最

強のエルニーニョ現象発生、④重要選挙による政

治混乱発生が挙げられる。 

 中国では政策対応の失敗による景気下振

れのリスク 

①については、上述したように、中国政

府が政策対応によって景気をソフトランディ

ングさせ、「経済の健全性向上」と「安定成

長維持」を両立させるという見方がメインシ

ナリオであるが、両者のバランスが崩れた

場合には景気の腰折れを招来するリスク

がある。仮に、政策対応が成長維持に偏っ

た場合には、一時的に成長率が上振れす

るものの、その後の資本ストック調整圧力

が増すことで景気が再度下振れしてしまう

リスクがある。他方で、政策対応が健全性

維持に偏れば、インフラ投資などによる財

政出動による景気下支え効果が想定よりも

弱まることで、景気減速ペースが強まるリ

スクもある。 

 通貨急落により、インドネシアやマレーシア、

ベトナムの景気が特に悪影響を受ける可

能性 

②については、米国の利上げが想定以

上のペースで進む、あるいは中国景気の

下振れなどを契機に市場でのリスク回避の

動きが強まり、アジア諸国の通貨が再び急

落する可能性がある。こうした通貨急落が

現実化した場合には、特にインドネシアや

マレーシア、ベトナムでは、外貨建て債務

返済負担の増加等を通じて、景気が悪化

するリスクがあろう。 

 ASEAN やインドではエルニーニョ現象によ

るインフレ率高騰リスクに留意 

③については、10 月からエルニーニョ現

象が発生しており、史上最強の強度となる

可能性も指摘されている。現実化すれば、

異常気象から農産物の不作が深刻化して、

食品価格高騰によりインフレ圧力が急激に

増し、個人消費の冷え込みなどを招くリスク

がある。ASEAN やインドの消費者物価指

数（CPI）では、食品のウエートが相対的に

大きいため（次頁図表４）、留意が必要だ。 

 台湾、フィリピンなど重要選挙実施国では、

政治動向を注視 

④については、16年中にアジア地域では

多くの重要選挙が実施予定であるため、経
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済政策の転換や政治混乱の勃発といった

リスクも否定できない。中でも、総統選挙が

実施される台湾では、政権交代が起こって

対中政策が大きく転換して地政学リスクが

高まる可能性がある。また、大統領選挙が

実施されるフィリピンでは、現アキノ大統領

の改革路線を継承しない候補者が当選し

た場合には、政策のばらまき色が強くなる

可能性がある。こうした事態が現実化した

場合には、経済成長にも悪影響が及ぶリス

クがあろう。 

以上の点を踏まえ、15 年の実質 GDP 成長率

は、中国が＋7.0％、NIEs が＋2.0％、ASEAN5

が＋4.6％、インドが＋7.4％、16 年は、中国が

＋6.7％、NIEs が＋2.4％、ASEAN5 が＋4.4％、

インドが＋7.7％と予測した（図表５）。 

 

 

  

図表４ 消費者物価指数の食品ウエート 

 
（資料）各国統計、CEIC Data よりみずほ総合研究所作成 
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図表５ アジア経済見通し総括表 

 
（注）1. 実質 GDP 成長率（前年比）。 

2. インドの伸び率は、2012 年以前は IMF、2013 年以降はインド統計計画実行省の値。 

3. 平均値は IMF による 2012 年 GDP シェア（購買力平価ベース）により計算。  

（資料）各国統計、CEIC Data、IMF、みずほ総合研究所 

（単位：％）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

(実績) (実績) （実績） （実績） （予測） （予測）

7.4 6.3 6.4 6.3 6.2 6.1

中国 9.5 7.7 7.7 7.3 7.0 6.7

NIEs 4.1 2.3 2.9 3.4 2.0 2.4

韓  国 3.7 2.3 2.9 3.3 2.6 2.9

台  湾 3.8 2.1 2.2 3.9 0.9 1.8

香  港 4.8 1.7 3.1 2.5 2.3 1.9

シンガポール 6.2 3.4 4.4 2.9 2.0 2.4

ASEAN5 4.7 6.2 5.1 4.6 4.6 4.4

インドネシア 6.2 6.0 5.6 5.0 4.7 4.8

タ  イ 0.8 7.3 2.8 0.9 2.4 2.2

マレーシア 5.3 5.5 4.7 6.0 4.7 3.6

フィリピン 3.7 6.7 7.1 6.1 5.5 6.0

ベトナム 6.2 5.3 5.4 6.0 6.7 5.7

インド（2011年度基準） 6.6 5.1 6.4 7.1 7.4 7.7

オーストラリア 2.6 3.6 2.0 2.6 2.3 2.6

アジア
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